
Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度

（当初計画前々年度） （当初計画前年度） （当初計画初年度） （当初計画第２年度） （当初計画第３年度） （当初計画第４年度） （実績） （当初計画第５年度） （実績） （実績） （実績） （計画見直し）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 ) （延長計画初年度） （延長計画第２年度） （延長計画第３年度） （延長計画第４年度） （延長計画第５年度）

１． (A) 790 839 836 783 872 905 938 907 895 908 897 906 786 906 785

(1) 762 808 806 746 819 820 845 823 809 824 808 822 701 822 701

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 28 31 30 37 53 85 93 84 86 84 89 84 85 84 84

２． 129 128 137 152 161 151 150 105 206 103 195 101 188 101 165

(1) 126 125 119 148 150 147 138 14 134 99 128 97 127 97 130

126 123 119 141 144 140 133 7 128 13 125 13 127 13 130

0 2 0 7 6 7 5 7 6 86 3 84 0 84 0

(2) 3 3 18 4 11 4 12 91 72 4 67 4 61 4 35

(C) 919 967 973 935 1,033 1,056 1,088 1,012 1,101 1,011 1,092 1,007 974 1,007 950

１． 855 885 911 898 920 896 912 900 897 915 881 906 878 906 895

(1) 532 487 472 527 539 518 529 522 536 527 528 532 536 532 546

221 217 221 237 240 247 237 249 237 251 234 254 237 254 242

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

311 270 251 290 299 271 292 273 299 276 294 278 299 278 304

(2) 155 178 184 163 172 164 176 164 157 165 150 164 128 164 129

70 80 90 75 96 75 102 75 89 75 82 75 64 75 65

115 167 219 171 171 177 168 177 164 186 160 173 176 173 182

46 53 60 56 55 56 48 56 53 56 52 56 61 56 61

3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 2 4 2 4 2

(3) 50 50 33 34 34 33 35 33 36 33 41 33 36 33 36

２． 71 69 67 64 70 54 57 53 53 49 52 47 19 47 26

(1) 55 52 48 46 44 40 40 36 35 33 33 30 5 30 4

(2) 16 17 19 18 26 14 17 17 18 16 19 17 14 17 22

(D) 926 954 978 962 990 950 969 953 950 964 933 953 897 953 921

(C)-(D) (E) ▲ 7 13 ▲ 5 ▲ 27 43 106 119 59 151 47 159 54 77 54 29

(F) 1 2 38 38 69 13 10 13 10 13 0 13 2 4 2

(G) 1 3 5 10 18 3 2 3 2 3 1 3 3 3 3

(F)-(G) (H) 0 ▲ 1 33 28 51 10 8 10 8 10 ▲ 1 10 ▲ 1 1 ▲ 1

▲ 7 12 28 1 94 116 127 69 159 57 158 64 76 55 28

(I) ▲ 1,356 ▲ 1,342 ▲ 1,314 ▲ 1,313 ▲ 423  ▲ 307 ▲ 296  ▲ 238 ▲ 137  ▲ 181 21  ▲ 117 97  ▲ 62 125

(J) 201 229 204 150 195 151 187 151 258 159 208 225 241 225 237

138 150 193 142 155 143 149 143 182 144 129 143 108 143 128

(K) 564 565 538 487 438 368 312 308 232 237 30 218 35 218 29

527 527 372 345 405 300 280 250 200 200 0 180 0 180 0

34 33 81 50 29 33 28 34 27 33 23 33 30 33 24
( I )

(A)-(B)
(L) 363 336 334 337 243 217 125 157 ▲ 26 78 ▲ 178  ▲ 7 ▲ 206  ▲ 7 ▲ 208

(A)-(B) (M) 790 839 836 783 872 905 938 907 895 908 897 906 786 906 785

46.0 40.1 40.0 43.0 27.9 24.0 13.3 17.3 ▲ 2.9 8.6 ▲ 19.8  ▲ 0.8 ▲ 26.2  ▲ 0.8 ▲ 26.5

(N) 363 336 334 337 243 217 125 157 ▲ 26 78 ▲ 178  ▲ 7 ▲ 206  ▲ 7 ▲ 208

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 790 839 836 783 872 905 938 907 895 908 897 906 786 906 785

(（N）/（P）×100) 45.9 40.0 39.9 43.0 27.8 23.9 13.3 17.3 ▲ 2.9 8.5 ▲ 19.8  ▲ 0.7 ▲ 26.2  ▲ 0.7 ▲ 26.4

（大間病院）
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累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） ▲ 15.9

地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益
地方財政法による資金不足の比率 (（L）/（M）×100)

31.6 26.2 15.3 19.9 ▲ 2.3 ▲ 12.3 6.812.9171.6 160.0 157.2 167.7 48.5 33.9

健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額

健全化法施行規則第６条に規定する解消可能資金不足額

健全化法施行令第17条により算定した事業の規模

健全化法第22条により算定した資金不足比率

（大間病院）



（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度

（当初計画前々年度） （当初計画前年度） （当初計画初年度） （当初計画第２年度） （当初計画第３年度） （当初計画第４年度） （実績） （当初計画第５年度） （実績） （実績） （実績） （計画見直し）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 ) （延長計画初年度） （延長計画第２年度） （延長計画第３年度） （延長計画第４年度） （延長計画第５年度）

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 527 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 1 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 24 0 0 24 107 0 0 35 0 36 0 40 2 40 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 8 9 78 20 21 4 43 0 79 0 10 0 27

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 24 0 9 33 188 21 21 39 43 36 606 40 12 40 27

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (C) 24 0 9 33 188 21 21 39 43 36 606 40 12 40 27

１． 4 3 32 33 189 24 23 15 44 8 84 11 34 11 27

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 36 38 40 42 44 47 47 49 49 48 576 51 63 51 63

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 40 41 72 75 233 71 70 64 93 56 660 62 97 62 90

 (D)-(C) (E) 16 41 63 42 45 50 49 25 50 20 54 22 85 22 63

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 54 0 85 0 63

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 54 0 85 0 63

16 41 63 42 45 50 49 25 50 20 0 22 0 22 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 888 850 810 768 724 677 677 628 628 580 579 529 516 478 453

（２）他会計繰入金 （単位：百万円）

年　　　　　度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度
（当初計画前々年度） （当初計画前年度） （当初計画初年度） （当初計画第２年度） （当初計画第３年度） （当初計画第４年度） （実績） （当初計画第５年度） （実績） （実績） （実績） （計画見直し）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 ) （延長計画初年度） （延長計画第２年度） （延長計画第３年度） （延長計画第４年度） （延長計画第５年度）

126 123 191 171 222 191 192 145 247 143 232 141 224 132 202

2 3 0 13 23 183 184 137 110 135 188 132 180 132 202

124 120 191 158 199 8 8 8 137 8 44 9 44 0 0

24 0 1 24 110 1 0 35 0 36 0 40 2 40 0

24 0 1 18 97 0 0 35 0 36 0 40 2 40 0

0 0 0 6 13 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

150 123 192 195 332 192 192 180 247 179 232 181 226 172 202
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（３）経営指標等

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度
（当初計画前々年度） （当初計画前年度） （当初計画初年度） （当初計画第２年度） （当初計画第３年度） （当初計画第４年度） （実績） （当初計画第５年度） （実績） （実績） （実績） （計画見直し）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 ) （延長計画初年度） （延長計画第２年度） （延長計画第３年度） （延長計画第４年度） （延長計画第５年度）

地方財政法による資金不足の比率 (％) (再掲) 46.0 40.1 40.0 43.0 27.9 24.0 13.3 17.3 ▲ 2.9 8.6 ▲ 19.8 － ▲ 26.2 － ▲ 26.5

料金回収率
※ (％) － － － － － － － － － － － － － － －

資本費 （円又は％） 12.5 11.5 9.3 9.9 8.5 7.9 0.0 7.5 0.0 7.3 8.2 7.0 5.6 7.0 5.1

総収支比率（法適用） (％) 99.2 101.3 102.8 100.1 109.3 112.2 113.1 107.2 116.7 105.9 116.9 106.7 108.4 105.8 103.0

経常収支比率（法適用） (％) 99.2 101.4 99.5 97.2 104.3 111.2 112.3 106.2 115.9 104.9 117.0 105.7 108.6 105.7 103.1

営業収支比率（法適用） (％) 92.4 94.8 91.8 87.2 94.8 101.0 102.9 100.8 99.8 99.2 101.8 100.0 89.5 100.0 87.7

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 171.6 160.0 157.2 167.7 48.5 33.9 31.6 26.2 15.3 19.9 ▲ 2.3 12.9 ▲ 12.3 6.8 ▲ 15.9

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲) － － － － － － － － － － － － － － －

(％) 13.7 12.7 18.9 17.6 20.1 17.9 17.5 14.1 22.2 14.0 21.2 13.8 23.0 13.1 21.2

うち基準内繰入金 (％) 0.2 0.3 0.0 1.3 2.1 17.1 16.8 13.4 9.9 13.2 17.2 12.9 18.4 13.1 21.2

うち基準外繰入金 (％) 13.5 12.4 18.9 16.2 18.1 0.7 0.7 0.8 12.3 0.8 4.0 0.9 4.5 0.0 0.0

(％) 100.0 － 11.1 72.7 58.5 4.8 0.0 89.7 0.0 100.0 0.0 100.0 16.7 100.0 0.0

うち基準内繰入金 (％) 100.0 － 11.1 54.5 51.6 0.0 0.0 89.7 0.0 100.0 0.0 100.0 16.7 100.0 0.0

うち基準外繰入金 (％) 0.0 － 0.0 18.2 6.9 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 地方財政法による資金不足の比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００（病院事業にあっては「営業収支比率」を「医業収支比率」と読み替えること。）

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記入すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入※／汚水処理費※×１００

※　各年度の「使用料収入」及び「汚水処理費」については、「地方公営企業決算状況調査」で報告された（又は報告すべき）数値により算出した、特別会計単位の率を記入すること。当該率は

　「Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果」の「２　年度別目標等」の「(4)　下水道事業」に記入される「使用料回収率」と一致するものであるので、留意すること。　

　３　上記指標のうち「資本費」は、要綱別表２に基づいて算出すること。

　４　上記指標のうち（再掲）と記してあるものは、「（１）収益的収支、資本的収支」において記入したものの再掲の意であり、当該表中から各年度に係る数値を転記すること。

収益的収入分

資本的収入分

（大間病院） (単位：％)

繰
入
金
比
率

（大間病院）



（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　　①　料金設定の考え方、料金収入の見込み

　　　　　現在の料金設定の考え方（設定方法等）や、料金水準に対する考え方（類似団体等との比較）、今後の料金収入の見込みとその根拠（有収水量や利用者数の推移等）等について記入すること。

　　　②　他会計繰入金の見込み

　　　　　他会計からの負担金、補助金、出資等の対象、規模、推移等について、どのように条件設定したのか分かるよう記入すること。

　　　③　大規模投資の有無、資産売却等による収入の見込み

　　　　　大規模な建設改良事業の実施予定の有無、事業費規模や実施時期及びその際の財源等、また、資産の売却時期や額等について、内容がわかるように記入すること。

　　　④　その他収支見通し策定に当たって前提としたもの

　　　　　収支見通し策定に当たって設定した料金設定、他会計繰入金、大規模投資・資産売却以外の前提条件を設定している場合には、その内容を具体的に記入すること。

　　２　病院事業にあっては、「料金設定の考え方」については記入不要であること（「料金収入の見込み」については要記入のこと）。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

条件項目 収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み

（大間病院）



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）

２　年度別目標等

（５）病院事業【延長計画策定団体】

●年度別目標
平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度

（当初計画前年度） （当初計画初年度） （当初計画第２年度） （当初計画第３年度） （当初計画第４年度） （実績） （当初計画第５年度） （実績） （実績） （実績） （計画見直し）
（延長計画前年度） （延長計画初年度） （延長計画第２年度） （延長計画第３年度） （延長計画第４年度） （延長計画第５年度）

161.3 109.9 99.2 87.8 31.6 80.2 20.5

160.0 157.2 167.7 48.5

87.8 31.6 80.2 15.3 19.9 ▲ 2.3 12.9 ▲ 12.3 6.8 ▲ 15.9

810 768 724 677 677 628 628

850 810 768 724

677 677 628 628 580 579 529 516 478 453

15.0 0.0 24.0 0.0 35.0

15.0 0.0 24.0 0.0 35.0 74.0

0.0

0.0

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

10.8 2.1 7.5 5.5  △ 0.4 16.0

10.8 2.1 7.5 5.5  △ 0.4 16.0 34.4

13.8 4.7 2.8 0.7 2.3 25.3

13.8 4.7 2.8 0.7 2.3 25.3 44.5

△ 3.0 △ 2.6 4.7 4.8  △ 2.7 △ 9.3

△ 3.0 △ 2.6 4.7 4.8  △ 2.7 △ 9.3 △ 10.1

108.4

0.0

2 5 2 4 2 5 2 5 2 5

2 5 2 4 2 5 2 5 2 5 10 24

2 5 2 4 2 5 2 5 2 5

2 5 2 4 2 5 2 5 2 5 10 24

10 24
（注）１　費用削減「その他」欄には、必要に応じて見直した経費等（材料費、薬剤費、委託費等）の内訳を記入すること。 0 0
　 　 ２　「延長計画に計上した施策に係る改善効果額」欄には、「当初計画に計上した施策に係る改善効果額」を含めないこと。 0 0

10 24
　　　　達しない場合に記入すること（ただし、加算できる改善効果額は、普通会計に係る旧資金運用部資金の補償金免除額を上回る場合に限る。）。 461 461

実績合計

＜参考＞延長計画補償金免除額（旧資金運用部資金）

改善効果額

改善効果額
延長計画改善効果額　合計　Ａ

延長期間が２年以下の場合に加算する改善効果額　Ｂ

普通会計における改善効果額のうち病院事業会計に加算する額　Ｃ

うち非常勤職員
改善効果額

Ａ＋Ｂ＋Ｃ

費
用
削
減

人件費の見直し
うち退職手当以外

うち正職員
改善効果額

その他
改善効果額

改善効果額
その他

改善効果額

改善効果額
特定健診の受入

　　　３　「普通会計における改善効果額のうち病院事業会計に加算する額　Ｃ」欄については、当該会計における経営改革の改善効果額が当該会計に係る旧資金運用部資金の補償金免除額に

改善効果額
委託料の削減

改善効果額

診療報酬加算取得(H22)

改善効果額

延
長
計
画
に
計
上
し
た
施
策
に
係
る
改
善
効
果
額

収
入
確
保

入院・外来患者の確保
改善効果額

患者一日一人当収入の増

当初計画改善効果額　合計

＜参考＞当初計画補償金免除額（旧資金運用部資金）

費
用
削
減

人件費の見直し
うち退職手当以外

うち正職員
改善効果額

うち非常勤職員
改善効果額

当
初
計
画
に
計
上
し
た
施
策
に
係
る
改
善
効
果
額

収
入
確
保

入院・外来患者の確保
改善効果額

患者一日一人当収入の増
改善効果額

その他

その他
改善効果額

材料費の削減

当初計画合計

累積欠損金比率

当初計画の目標値

（実績値）

当初計画の目標値

企業債現在高

分類 課題 目標又は実績

（単位：人、百万円、％）

（大間病院）

改善効果額

改善効果額

延長計画の目標値

延長計画合計

改善効果額
駐車場料金等

（実績値）

延長計画の目標値

（大間病院）



（５）病院事業【延長計画策定団体】（つづき）

●各種経営比率
平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度

（当初計画前々年度） （当初計画前年度） （当初計画初年度） （当初計画第２年度） （当初計画第３年度） （当初計画第４年度） （当初計画第４年度） （当初計画第５年度） （当初計画第５年度）

（延長計画初年度） （延長計画初年度） （延長計画第２年度） （延長計画第２年度） （延長計画第３年度） （延長計画第３年度） （延長計画第４年度） （延長計画第４年度） （延長計画第５年度） （延長計画第５年度）

（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 計画見直し

99.2 101.4 99.5 97.2 104.3 111.2 112.3 106.2 115.9 104.9 117.0 105.7 108.6 105.7 103.1
92.4 94.8 91.8 87.2 94.8 101.0 102.9 100.8 99.8 99.2 101.8 100.0 89.5 100.0 87.7
67.3 58.0 56.5 67.3 61.8 57.2 56.4 57.6 59.9 58.0 58.9 58.7 68.2 58.7 69.6
8.9 9.5 10.8 9.6 11.0 8.3 10.9 8.3 9.9 8.3 9.1 8.3 8.1 8.3 8.3

19.6 21.2 22.0 20.8 19.7 18.1 18.8 18.1 17.5 18.2 16.7 18.1 16.3 18.1 16.4
65.3 69.6 60.3 54.7 70.8 70.8 73.5 70.8 77.8 70.8 71.1 70.8 55.3 70.8 71.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

65.3 69.6 60.3 54.7 70.8 70.8 73.5 70.8 77.8 70.8 71.1 70.8 55.3 70.8 71.0
（注）１．当該地方公共団体において策定されている公立病院改革プランや公営企業経営健全化計画に定められた各種経営比率を記入すること。

　　　２．複数の病院を有する事業にあっては、病院ごとに作成すること。

　　　３．「病床利用率」欄には、稼働病床が許可病床と異なる場合における稼働病床利用率を上段（　　）書きすること。

　　　４．「類似規模」欄には、「地方公営企業年鑑」における経営規模別（黒字病院）の数値を記入すること。

●再編・ネットワーク化について
　　※　公立病院改革プラン（「公立病院改革ガイドライン」（平成19年12月24日付け総務省自治財政局長通知）参照）により定められた内容を記入すること。

●経営形態の見直し（民間的経営手法の導入）について
　　※　公立病院改革プラン（「公立病院改革ガイドライン」（平成19年12月24日付け総務省自治財政局長通知）参照）により定められた内容を記入すること。

 
　圏域内に配置される病院は、医療センターが運営するむつ総合病院、むつリハビリテーション病院、大間病院、川内病院（現診療所）のみであり、国、県立病院等公的な他の医療機関が存在しないことから、ガイドラインが想
定する大規模な再編は不可能な状況にあります。
　このことから、当圏域における再編・ネットワーク化の具体策として、二次医療圏を越えた他医療圏との協力体制について、青森県保健医療計画に掲げる体制整備に積極的に参画していくこととします。

　医療センター設立当初から各病院、診療所の運営（経営、人事、財政、医師確保など）が構成市町村に委ねられています。このことは、共同事務処理による効率化を目的とする一部事務組合制度のメリットを大きく損ない、経
営責任の所在が曖昧となり、不良債務を増大させた要因の一つであると考えられます。
　以上を踏まえ、運営実態との整合を図り、企業会計による独立採算が困難であることを勘案し、小規模病院、診療所については当該市町村に移管し、がん診療等高度医療や二次救急医療を圏域全体に提供するむつ総合
病院のみを一部事務組合方式により存続させることについて、検討協議を行います。
　「地方公営企業法の全部適用」、「地方独立行政法人」、「指定管理者」、「民間移譲」など、具体的な経営形態の見直しについては、既に、むつリハビリテーション病院、風間浦診療所、東通地区診療所が利用料金制による指
定管理者制度を導入し、平成２１年度には大畑診療所も同様の制度に移行することとしております。その他の施設についても、再編成計画の内容との整合性を図りつつ、各運営形態の特徴を慎重に比較、検証し、効率的経営
の可能性について検討を行って参ります。
（施設別検討項目）
　大間病院
　　・地方公営企業法の全部適用
    ・指定管理者制度の導入

病
床

病床利用率

一　　　　般
療　　　　養
結　　　　核
精　　　  神
感　 染 　症

計

区
分

目標又は実績

経
営
指
標

経 常 収 支 比 率
医 業 収 支 比 率
職 員 給 与 費 率
薬 品 費 率
材 料 費 率

（大間病院）




